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人為的なかく乱の少ない平坦な開かれた土地における 

空間線量率分布測定 
 

三上 智、斎藤 公明（原子力機構） 

 

 

1.調査目的 

福島第一原発から80 km圏内を中心にサーベイメータを用いて空間線量率の測定を行い、

現在の空間線量率の詳細な分布状況を把握するとともに、過去の測定結果との比較により

空間線量率の経時的変化の特徴を調べる。 

 

2.調査内容 

(1)調査期間 

平成 28年 9月調査： 平成 28年 8月 22 日～10 月 4日 

 

(2)調査箇所 

福島第一原発から 80 km 圏内の地域を 1 km×1 km のメッシュに分割し、福島第一原発事

故以前にも人が居住しなかった地域（非可住区域）を除いて各メッシュ内で測定に適した

1 箇所を測定箇所として選定した。測定箇所までの道路が通行止め等により測定が困難で

あった箇所を除いた 6,566 箇所において測定を実施した。測定箇所を図-1 の左図に示す。 

 

(3)調査内容の詳細 

校正履歴の明確な信頼のおけるサーベイメータ(NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメ

ータ（日立製作所製 TCS-172B）)を使用して、地面から 1 m 高さの空間線量率（μSv/h）

を測定した。時定数 10秒で 5回読取った値の平均値を空間線量率とした。GPS を用いて測

定箇所の位置情報を取得し、これらの情報を基に福島第一原発から 80 km 圏内の詳細な空

間線量率マップを作成した。 

 

3.結果と考察 

(1)空間線量率マップ 

今回の調査における空間線量率の測定結果を図-1の右図に示す。 

 

(2)空間線量率の短期的変化 

前回の調査（平成 27年 8月）から今回の調査（平成 28年 9月）の約 13ヶ月間の空間線

量率の変化を確認するため、平成 27 年 8 月調査と平成 28 年 9 月調査における空間線量率

を比較した。比較にあたっては、天然放射性核種からの空間線量率への寄与が 0.05 μSv/h

と仮定1 し、この寄与分を全ての空間線量率の測定値から一律に差し引いた値を用いた。

また、GPS データには 20 m 程度の測位誤差が含まれることを考慮し、平成 28 年 9 月調査

では平成 27 年 8 月調査で測定した箇所から 20 m の範囲内にある箇所を同一箇所として扱

った。両者の相関を図-2に、空間線量率の合計値の比率（以下「合計線量率比」という。）

を表-1に示す。空間線量率の合計値を測定箇所数で割ると平均線量率になるため、今回の

ように同一測定箇所で比較する場合においては、合計線量率比は平均線量率の比率と同じ

                             
1 日本原子力研究開発機構,"平成 26 年度放射性物質測定調査委託費（東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に伴

う放射性物質の分布データの集約及び移行モデルの開発）事業," 成果報告書, page.63, (平成 27年 3月). 
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である。 

平成27年 8月調査に対する平成28年 9月調査における合計線量率比は0.76と評価され

た。この期間の放射性セシウムの物理減衰に伴う空間線量率の減少は 0.86 であることから、

物理減衰に対する合計線量率比の比率は 0.87 となることが確認された。 

このうち、平成 27年 8月調査から平成 28年 9月調査までに除染の実施が確認できた 23

箇所及び整地等により地面の状況が変化していると判断された 178 箇所を抽出し、これを

除外した評価を行った。ただし、除染等の実施箇所の抽出は測定員による現地確認の他、

測定箇所の近隣の方や地元自治体への問い合わせにより行った。このため、必ずしも全て

の除染等実施の情報が得られたわけではないのでこの分類の段階で一定の不確かさが含ま

れる。合計線量率比による比較を表-2に示す。これら箇所を除外して算出した合計線量率

比は 0.77 と評価された。これより、物理減衰に対する合計線量率比の比率は 0.89 となる

ことが確認された。 

 

(3)空間線量率の長期的変化 

平成 23 年 6 月調査から平成 28 年 9 月調査までの 10 の時期の空間線量率マップを図-3

に示す。高い空間線量率を示す赤や黄色で示される箇所が減少してきていることがわかる。 

平成23年 6月調査から平成28年 9月調査までの約63ヶ月間の空間線量率の変化を図-4

に示す。平成 23年 6月調査を基準とした各調査での合計線量率比を放射性セシウムの物理

減衰の曲線とともに示したものである。上段のグラフは全ての地点を含めた評価結果を青

色で、除染の実施を確認した箇所及び地面の状況が変化したと判断された箇所を除外した

場合の評価結果を茶色で示す。一方、下段は平成 27年 9月 5日時点の避難指示区域に基づ

き区域内外に分けて評価した結果を示す（除染箇所等を含めた評価）。比較にあたっては、

前項と同様、天然放射性核種からの空間線量率への寄与が 0.05 μSv/h と仮定し、この寄

与分を全ての空間線量率の測定値から一律に差し引いた値を用いている。これらより、空

間線量率は物理減衰よりも速く減少していることがわかる。さらに、上段の図から、除染

等が実施された箇所を含めた全ての地点での評価のほうが除染箇所等を除いた評価に比べ

て空間線量率の減少が早く、除染等の影響が現れていると考えられる。また、Part1-1 の

図-5 に示す平成 27 年 9 月 5 日時点の避難指示区域に基づき区域内外に分けて評価した結

果では、区域内の空間線量率の減少速度は区域外に比べて遅いことが示された(図-4下段)。 

図-5 に、平成 23 年 6 月調査以降 9 回の調査について福島第一原発から 80 km 圏内を対

象として空間線量率の範囲ごとにその線量率範囲に入る測定箇所数が全体に占める割合を

示した。経時的に 0.1 μSv/h 以下の箇所が増加し、0.2 μSv/h を超える箇所が減少して

きていることが明示されている。平成 23年 6月調査から今回の調査（平成 28年 9月調査）

における全体に占める割合の変化を見てみると、0.2 μSv/h 以下の箇所で 15.0％から

75.3％へ、0.5 μSv/h 以下の箇所で 53.7％から 93.4％へ増加している。 

図—6 には、図-5で示した線量率範囲に入る測定箇所数が全体に占める割合について避難

指示区域内外ごとに評価した結果を示す。図-6 上段のグラフには平成 27 年 9 月 5 日時点

の避難指示区域内の結果を示す。避難指示区域内の測定箇所数は全測定箇所の 1 割程度と

サンプル数が少ないものの、区域内では 1.0 μSv/h 以下の箇所が経時的に増加してきてお

り、平成 26 年度調査以降は 1.9 μSv/h を超える箇所が減少してきていることがわかる。

一方、図-6下段に示す区域外の結果をみると、図-5の空間線量率が高い部分を除いた分布

形状となっており、図-5と同じ傾向が観察される。 

平成23年 6月調査から平成28年 9月調査までの約63ヶ月間の空間線量率の変化を比較

した。両者の相関を図-7に、合計線量率比による比較を表-3に示す。前項と同様、天然放

射性核種からの空間線量率への寄与が 0.05 μSv/h と仮定し、この寄与分を全ての空間線
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量率の測定値から一律に差し引いた値を用いている。なお、平成 23 年 6 月調査と平成 28

年 9月調査で測定した箇所が一致している箇所（20 m 未満）を評価対象とした（650 箇所）。

このうち、平成 23年 6月調査から平成 28年 9月調査までに除染の実施が確認できた 48箇

所及び整地等により地面の状況が変化していると判断された 141 箇所を抽出した。図-8に

おいて、除染の実施が確認できた 48箇所を赤色で、地面の状況が変化していると判断され

た 141 箇所を緑色で示す。図-8ではこの赤色及び緑色で示した計 189 箇所を除いた「変化

なし」と判断された 461 箇所のデータ（青色）で評価した回帰直線を青色で示した。 

表-3 に示すように、平成 23 年 6 月調査と平成 28 年 9 月調査における合計線量率比は、

除染箇所等を含めた場合では 0.18、これら箇所を除外した場合では 0.23 と評価された。

この期間の放射性セシウムの物理減衰に伴う空間線量率の減少は 0.37 であることから、物

理減衰に対する合計線量率比の比率は除染箇所等を含めた場合では 0.49、これらの箇所を

除外した場合では 0.61 となることが確認された。 

また、除染の実施が確認された箇所及び地面の状況が変化していると判断された箇所の

変化傾向を確認するため、平成 23 年 6 月調査と平成 28 年 9 月調査における合計線量率比

とこの期間の物理減衰に対する比率を地面の変化状況別に算出した（表-4）。地面に変化の

見られない箇所では物理減衰に対する合計線量率比の比率は 0.61 であるのに対し、除染の

実施が確認された箇所では 0.28、状況が変化していると判断された箇所では 0.32 と評価

された。 

空間線量率の減少傾向と土地利用状況との関係を調べるため、土地利用区分2 ごとに合

計線量率比を比較した。各土地利用区分とも 120〜150 地点程度のサンプルによる評価であ

る。除染の実施が確認された箇所及び地面の状況が変化していると判断された箇所を除外

した合計線量率比を赤色で、これら箇所をすべて含めた合計線量率比を青色で示す（図-9）。

比率の差異について定量的に評価するために、①土地利用区分ごとに、除染の実施が確認

された箇所及び地面の状況が変化していると判断された箇所を除外した場合とこれらを含

めた場合の評価で、空間線量率の減少傾向に差があるか否か、比率の差の検定を行った

（95％信頼度）。その結果、全ての土地利用区分で有意差は認められなかったが、これは、

除染等がされていない箇所の割合が70-80％であり、除染された箇所の割合が少ないこと、

また比較的線量率が低く除染の効果が見えにくい箇所の占める割合が多い（図-5）ことな

どが統計的に有意差として判定されなかった要因と考えられる。個々のすべての箇所にお

いて除染の効果がないことを必ずしも示唆するものではない。また、②各土地利用区分間

の比率の差について検定（95％信頼度）したところ、除染等箇所を除外した場合とこれら

を含む場合の両方とも、土地利用区分間に有意差は認められなかった。 

 

4.まとめ 

福島第一原発から80 km 圏内を中心に平成28年 9月にサーベイメータを用いた空間線量

率の測定を約 6,500 箇所で行い、空間線量率の測定結果を示したマップを作成した。これ

により平成 28年現在の空間線量率の詳細な分布状況を把握することができた。 

今回の測定結果と過去の結果を比較することで空間線量率の経時変化の特徴を調べた。

除染の実施が確認された箇所及び地面の状況が変化していると判断された箇所を除外した

評価においては、短期的（平成 27 年 8 月と平成 28 年 9 月）な変化では物理減衰により予

想される空間線量率の比率に対する各調査における空間線量率の合計値の比（合計線量率

比）の比率は 0.89 であることが確認された。一方、長期的（平成 23年 6月と平成 28年 9

月）な変化では物理減衰により予想される比率に対する合計線量率比の比率は 0.61 であり、

                             
2 国土交通省国土政策局, "国土数値情報 土地利用区分細分メッシュ 第 2.3版," (平成 25年 3月). 
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物理減衰よりも大きな減衰が確認された。 

空間線量率の減少傾向と土地利用区分との関係を調べた結果、空間線量率の減少率にお

いて土地利用区分による有意差は認められなかった。 
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表-1 平成 27 年 8月調査と平成 28年 9月調査の合計線量率比の比較 

（平成 27年 8月調査と平成 28年 9月調査において測定箇所が合致する 6,355 箇所の合計

線量率比から、期間中の物理減衰に対する合計線量率比の比率を算出） 

 

 

調 査 名 

（調 査 期 間） 

平成 27年 8月調査との比率 

合計線量率比 物 理 減 衰 
物理減衰に対する 

合計線量率比の比率 

平成 28年 9月調査 

(平成28年8月22日～10月4日) 
0.76  0.86  0.87  

（データ数 n= 6,355） 

 

 

 

 

表-2 平成 27 年 8月調査と平成 28年 9月調査の合計線量率比の比較 

（平成 27年 8月調査と平成 28年 9月調査において測定箇所が合致する 6,154 箇所の合計

線量率比から、期間中の物理減衰に対する合計線量率比の比率を算出。 

表-1 に示す 6,355 箇所より、平成 27年 8月調査から平成 28年 9月調査までに除染の実施

が確認された 23箇所及び地面の状況が変化したと判断された 178 箇所を除外して評価） 

 

 

 

調 査 名 

（調 査 期 間） 

平成 27年 8月調査との比率 

合計線量率比 物 理 減 衰 
物理減衰に対する 

合計線量率比の比率 

平成 28年 9月調査 

(平成28年8月22日～10月4日) 
0.77  0.86  0.89  

（データ数 n= 6,154） 
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表-3 平成 23 年 6月調査と平成 28年 9月調査の合計線量率比の比較 

（平成 23年 6月調査と平成 28年 9月調査において測定箇所が合致する箇所の合計線量率

比から、期間中の物理減衰に対する合計線量率比の比率を算出） 

 

 

除染箇所等を含めた 650 箇所で算出 

調 査 名 

（調 査 期 間） 

平成 23年 6月調査との比率 

合計線量率比 物 理 減 衰 
物理減衰に対する 

合計線量率比の比率 

平成 28年 9月調査 

(平成28年8月22日～10月4日) 
0.18  0.37  0.49  

（データ数 n= 650） 

 

除染の実施が確認された 48 箇所、地面の状況が変化していると判断された 141 箇所を除い

た 461 箇所で算出 

調 査 名 

（調 査 期 間） 

平成 23年 6月調査との比率 

合計線量率比 物 理 減 衰 
物理減衰に対する 

合計線量率比の比率 

平成 28年 9 月調査 

(平成28年8月22日～10月4日) 
0.23  0.37  0.61  

（データ数 n= 461） 

 

 

 

 

 

表-4 平成 23 年 6月調査と平成 28年 9月調査の合計線量率比の比較 

（地面の変化状況ごとに、平成 23年 6 月調査と平成 28年 9 月調査において測定箇所が合

致する箇所の合計線量率比と、期間中の物理減衰に対する合計線量率比の比率を算出） 

 

 

地 面 の 

変化状況 

平成 23年 6月調査と平成 28年 9月調査の比率 

データ数 合計線量率比 物理減衰 
物理減衰に対する 

合計線量率比の比率 

変化なし 461  0.23  0.37  0.61  

除染実施 48  0.10  0.37  0.28  

状況変化 141  0.12  0.37  0.32  
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図-1 サーベイメータによる地面から 1 m 高さの空間線量率の測定箇所及び測定結果 

（平成 28年 8月 22 日～10 月 4日に測定） 
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図-2 平成 27 年 8月調査と平成 28年 9月調査の空間線量率の変化 

（右図は平成 27年 8月調査での空間線量率が 5.0 μSv/h 未満の部分（左図の赤点線で囲

んだ部分）を拡大したもの）（データ数 n= 6,355) 
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事故 3ヶ月後 

（平成 23年 6月調査） 

事故 12ヶ月後 

（平成 24年 3月調査） 

事故 17ヶ月後 

（平成 24年 8月調査） 

事故 20ヶ月後 

（平成 24年 11月調査） 

事故 27ヶ月後 

（平成 25年 6月調査） 

     

事故 32ヶ月後 

（平成 25年 11月調査） 

事故 41ヶ月後 

（平成 26年 8月調査） 

事故 44ヶ月後 

（平成 26年 11月調査） 

事故 53ヶ月後 

（平成 27年 8月調査） 

事故 66ヶ月後 

（平成 28年 9月調査） 

 

図-3 10 の時期の空間線量率マップ 
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図-4 平成 23 年 6月調査から平成 28年 9月調査の空間線量率の変化 

（平成 23年 6月調査を基準とした各調査での合計線量率を比較。上段は除染の実施を確認

及び地面の状況が変化したと判断された箇所を除外した場合と含めた場合で評価した結果、

下段は平成27年9月5日時点の避難指示区域に基づき区域内外に分けて評価した結果を示

す 
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図-5 空間線量率範囲ごとの測定箇所数の分布 

（福島第一原発から 80 km 圏内を対象とした比較。空間線量率の範囲ごとにその線量率範

囲に入る測定箇所数が全体に占める割合を示す） 
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図-6 空間線量率範囲ごとの測定箇所数の分布（避難指示区域内外） 

（福島第一原発から 80 km 圏内を対象とした空間線量率範囲ごとの避難指示区域別の測定

箇所数の総数に対する割合。上段は平成 27年 9月 5日時点の避難指示区域に基づく区域内

の分布、下段が区域外の分布を示す） 
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図-7 平成 23 年 6月調査と平成 28年 9月調査の空間線量率の変化 

（右図は平成 23年 6月調査での空間線量率が 5.0 μSv/h 未満の部分（左図の赤点線で囲

んだ部分）を拡大したもの）（データ数 n= 650） 

 

    
 

図-8 平成 23 年 6月調査と平成 28年 9月調査の空間線量率の変化 

（右図は平成 23年 6月調査での空間線量率が 5.0 μSv/h 未満の部分（左図の赤点線で囲

んだ部分）を拡大したもの。平成 23年 6月調査から平成 28年 9月調査までに除染の実施

が確認された 48箇所を赤い□で、地面の状況が変化したと判断された 141 箇所を緑の△で

示す。青い回帰直線は、除染箇所等を除外した「変化なし」とされた箇所を対象としてい

る（データ数 n= 461）） 
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図-9 平成 23 年 6月調査を基準とした平成 28年 9月調査における 

土地利用区分ごとの空間線量率の変化の割合 

（平成23年6月調査以降に除染の実施が確認された箇所及び地面の状況が変化していると

判断された箇所を含めて算出したものを青い棒で示し、これら除染箇所等を除外して算出

したものを赤い棒で示す。土地利用区分は、国土交通省国土政策局提供の「国土数値情報 土

地利用区分細分メッシュ 第 2.3 版」の土地利用種別(平成 21年度)を利用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべて 除染等箇所を除く

すべて 562 395

田 149 98

その他の農用地 117 83

森林 148 112

建物用地 148 102

データ数
土地利用区分


